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国際都市香港の抱える悩み， 英語会話力？

農林中央金庫　香港駐在員事務所長　梶山　泰

実際にテレビ等でご覧になった方も多いと思われるが， 夫である中国の習近平国家主席の訪米に

同行した” ファースト ・ レディー “彭麗媛 ( ポン ・ リーユアン ) 夫人の 9 月 28 日国連本部での英語

演説が， 当地香港の政財界， 教育関係者の間で話題となっている。 原稿については， スピーチーラ

イターが書いたにしても， 何度か練習しただけであれほど流暢な演説が出来るはずはなく， かなり長

年に渡り， 英語教育を受けているはずである， というのが香港人の見立てである。 それ以上に , 仮に

英語が話せるからと言って滅多に公式の場で英語を使うことがない中国高官， それも国家主席夫人

が敢えて英語のスピーチをニューヨークの国連本部 （※） で行うことで， 「中国本土の国際化 , 英語

教育の高さ」 を全面に出したことが，「欧米と中国本土の架橋」 を自負する香港知識人にかなりのショッ

クを与えたようだ。

このショックの背景には , 香港人の英語会話力の低下が近年著しいとの議論がある。 世界的に著

名な語学学校 EF Education First（本部スウェーデン）が毎年実施する英語を母国語としない 63 カ国，

18 歳以上の成人 75 万人を対象とした英語力テストを基に算出される EF 英語指数において， 2014

年の香港のランキングは， 全世界 31 位と中国の 37 位より良いものの， ライバル視されることが多い

シンガポールの 13 位に大きく差を付けられているほか，韓国 24 位，日本 26 位の後塵を配している（同

指数の詳細については， 同校ホームページ http://www.efjapan.co.jp/epi/about-epi/ を参照された

い）。

長年香港に居住する欧米人弁護士， 金融関係者と話をすると欧米人向けスーパーマーケット， ホ

テル， タクシーにおいてでも， 年々英語が通じなくなっていると嘆く人も少なくない。 また， 先日訪れ

た某日本料亭の香港店日本人マネージャーも 「中国語と英語の両方を話す香港人の仲居さんを雇

おうと思うと 50 代， 60 代の人が多くなる」 と話していた。

香港人の英語力低下は， 明らかに 1998 年の中国返還， 教育制度の変更によるところが大きい。

英国自治領時には， 9 割を超える小中学校で全科目の授業が英語で行われていたのに対し， 返

還から現在に至って全体の 8 割強の小中学校では，英語以外の教科については標準語 （マンダリン）

もしくは広東語で授業が行われている。 更に， 2003 年以降増え続け， 大盤振舞いしてくれる中国本

土旅行者を考えると全体の中で比率の小さくなっている欧米人相手に英語でサービス提供を行うイン

センティブは薄れて行かざるを得ない。

これに対し， 香港特別区政府は， 小中高 12 年間のネイティブスピーカー教師による英語教育の無

料 ・ 義務化を 2003 年より開始， 年間約 400 百万香港ドル （約 52 億円） を財政より支出しているが，

思うような効果は上がっていない。 専門的なプロフェッショナルのみならず， 幅広い住民， 特に現在

30 歳未満の返還後世代が， 英国自治領時代のように英語と中国語を使いこなせることが， 上海， 北

京といった中国大都市との大きな差別化になることは明確である。 香港特別区政府にとっても， 香港

人にとっても， 「真の国際都市」 として存在意義を世界に示し続けるために， 早急な対応が必要では

なかろうか。  

※ 国連においては， 英語のほか， フランス語， ロシア語， 中国語， スペイン語， アラビア語が公

用語となっており， 英語以外の国連の公用語を自国語とする国の人々が英語でわざわざ演説す

ることは稀だそうだ。




